
 

平成２９年度「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」実施要綱 

 

１．名称 

  平成２９年度「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」 

 

２．趣旨 

  不法投棄等の対策については、数次の廃棄物処理法の改正により不法投棄等の罰則強化、

マニフェスト制度の強化、排出事業者の責任強化等を行うとともに、地方環境事務所が拠

点となって、関係省庁や都道府県等と緊密に連携した全国ごみ不法投棄撲滅運動の展開に

よる監視活動の強化等を行い、大規模事案を中心に新規に判明される事案を減少させるよ

う、早期発見・早期対応による未然防止及び拡大防止の取組を推進してきたところである。 

 また、市町村等においては、住民等の協力を得て、地域における監視活動や啓発事業が

行われるとともに、国や都道府県等と連携した不法投棄等監視の取組が推進されている。

さらに、企業においても事業所周辺の清掃活動や自らの廃棄物の適正処理等も進められて

いるところである。 

 今後も、このような各主体の連携を図りつつ、監視活動の強化などにより不法投棄等を

発生させない環境づくりを一層進めることが重要であることから、今年度も、５月 30 日

（ごみゼロの日)から ６月５日（環境の日）までを「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」と

して設定し、市民、事業者、廃棄物関係団体、行政が一体となって、監視や啓発活動等を

一斉に実施するなど、廃棄物の不法投棄等の対策の取組を強化することとする。 

 

３．期間 

  平成２９年５月３０日（火）～６月５日（月） 

 

４．実施主体及び関係機関 

  環境省、内閣府、総務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省他関係省庁、都道府県、 

市町村、全国知事会、全国市長会、全国町村会、企業、廃棄物関係団体、ＮＰＯ・ＮＧＯ 

等 

 

５．取組内容 

  上記３及びその周辺の期間（前後１週間程度）において、地域の実情に応じて、例えば 

以下のような事業を展開する。都道府県及び市町村は、自らの取組を推進するとともに、 

各主体の連携の促進に努める。 

 （１）実践活動 

   ・ 都道府県及び市町村、地域住民、NPO 等による集中的な監視パトロール活動 

   ・ 一斉美化活動、３Ｒ活動 等 

 （２）普及・啓発事業 

   ・ パネル展示、ポスターやチラシ、広報誌、ＨＰへの掲載 等 

 （３）その他これらに類する事業 

 

６．本件の問い合わせ先 

   環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

   適正処理・不法投棄対策室  久野
く の

、倉田 

   TEL：０３－５５０１－３１５７（直通） 

   FAX：０３－３５９３－８２６４ 

別添 


